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再生可能エネルギーの中長期的な出力抑制の発生量を算出する「出力抑制・
卸電力市場価格見通し分析レポート」の販売を開始 
 

 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：吉原 昌利）は、

2024 年 6 月 26 日より、電力需給制約による再生可能エネルギーの出力抑制・卸電力市場価格の見通し

について、当社設定シナリオに基づく分析レポートの販売を開始します。 

 

2012 年度の固定価格買取（FIT）制度の創設以降、再生可能エネルギー（再エネ）の導入が加速して

おり、今後さらなる増加が見込まれる一方で、電力安定供給を目的とした出力抑制が全国的に発生する

とともに、卸電力市場価格が最低入札価格である 0.01 円/kWh となる時間帯も発生しています。2022 年

4 月には、再エネの主力電源化に向けて、卸電力市場価格を参照して一定のプレミアム（補助額）を給

付する FIP 制度が始まり、再エネ発電事業においても卸電力市場価格を意識した事業運営が求められ、

再エネビジネスにおいて、出力抑制や卸電力市場価格の見通しは重要な情報となっています。また、CO2

削減目標を掲げる企業などの電力需要家においては、コーポレート PPA 等による再エネ電力調達の取り

組みが広がっており、卸電力市場価格の見通しは、再エネの調達価格設定における重要な参考指標とな

ると考えられます。 

 

みずほリサーチ＆テクノロジーズでは、これまで、発電事業者を対象に出力抑制のシミュレーション

や卸電力市場価格の見通し分析などのコンサルティングサービスを提供してきました。このたび、昨今

の分析ニーズの高まりを受け、広くお客さまに出力抑制・卸電力市場価格見通しの分析結果を提供する

レポート販売型のサービスを開始いたします。 

 

本サービスは、中長期の電力需給制約による出力抑制と卸電力市場価格の見通しについて、当社が設

定したシナリオに基づき事前に作成したレポートと分析データを提供することで、お客さまの再エネ事

業や関連事業の初期検討・定点観測を支援するものです。従来のお客さま個別のシナリオ設定に基づく

シミュレーションを実施するコンサルティングサービスと比較して、分析レポートの迅速な提供、費用

の大幅削減が可能となります。分析結果のデータも合わせて提供しますので、お客さま自身での事業検

討や追加的な分析にもご活用いただけます。また、事業性評価や事業戦略の立案支援など、本サービス

の分析結果を活用したコンサルティングサービスも展開いたします。 

 

みずほリサーチ＆テクノロジーズは、本サービスの提供をはじめとし、今後もお客さまの脱炭素に向

けた取り組みへの支援を通して、2050 年ネットゼロの実現に貢献してまいります。 

 

■サービスの流れ 
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■アウトプットイメージ 

 

 

 

■本サービスの分析結果を活用したコンサルティングサービス 
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出力抑制率算定の考え方（優先給電ルール）

 電力系統においては、常に電気の使用量と発電量のバランスをとる同時同量の原則に準拠した運用が前提となる。
このバランスが維持できない場合、周波数に乱れが生じ、最悪の場合は大規模停電が発生するリスクが高まる。

 電気の発電量がエリアの需要量を上回る場合には、まず火力発電の出力の抑制、揚水発電のくみ上げ運転による
需要創出、地域間連系線を活用した他エリアへの送電を行い、それでもなお発電量が需要量を上回る場合には、
バイオマス発電の出力の制御の後に、太陽光発電、風力発電の出力制御が実施される。これは「優先給電ルー
ル」と呼ばれ、需給バランスを維持するための手順としてあらかじめ法令等で定められている。

電力需給のイメージ

1. シミュレーションの概要

優先給電ルールにおける対応の順序

（出所）経済産業省 スペシャルコンテンツ

優先給電ルール（2016年4月～）

火力発電の出力抑制（バイオマス混焼含む）

揚水式発電機の運転

地域間連系線の活用

バイオマス発電出力抑制-1（専焼発電）

太陽光・風力の出力抑制

広域機関の指示（緊急時運用）

原子力・揚水を除く水力・地熱の出力抑制

バイオマス発電出力抑制-2（地域資源）
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太陽光発電の設備容量見通し（努力継続シナリオ）

 努力継続シナリオでは、2030年度に第6次エネルギー基本計画における現行政策努力継続ケースの8,760万kWが全
国で導入されると想定した。

 2031年度から2050年度にかけてはIEA World Energy Outlook 2023（WEO2023）の現行政策シナリオの増加率で
ある、2030年度比+44.7%が全国で導入されると想定した。

 住宅太陽光発電は直近の導入ペースで線形に導入されるとしたうえで、各年度の導入量を達成するように非住宅
太陽光発電が導入されるとした。エリアごとの導入量はFIT認定済み未導入容量の割合で按分した。

太陽光発電の設備容量見通し（努力継続シナリオ）

努力継続

2. シナリオの考え方

205020402030[万kW]

304304304北海道

796796802東北

2,7612,7612,769東京

1,2911,2911,301中部

1,3721,3721,381関西

281281282北陸

593593594中国

251251254四国

837837843九州

868685沖縄

8,5728,5728,615合計

シナリオの説明
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卸電力市場価格の算定結果（XXエリア）

 2030年度にかけて、燃料価格の低下や原発の再稼働により卸電力市場価格は低下する。特に、泊原発3号機の再稼
働を想定する2027年度、原発活用シナリオにおいて泊原発1、2号機の再稼働を想定する2029年度には卸電力市場
価格が大きく低下する。

 原発活用シナリオでは、2030年度に北海道東北間連系線の200万kW増強を想定することから、東北エリアとの市
場分断が一定程度解消され、卸電力市場価格は上昇する。

 洋上風力産業ビジョンの想定から、洋上風力発電の導入が加速する2038年度以降、全シナリオで出力抑制率は増
加する。特に、エネ基水準シナリオの卸電力市場価格は大きく低下し、泊原発1、2号機の再稼働を想定する一方
で連系線の増強を想定する原発活用シナリオの卸電力市場価格を下回る水準となる。

卸電力市場価格の算定結果（XXエリア）

エネ基水準 CN相当努力継続

４.卸電力市場価格の算定結果

CN相当
シナリオ

エネ基水準
シナリオ

努力継続
シナリオ円/kWh

xxxxxxxxx2025

xxxxxxxxx2030

xxxxxxxxx2035

xxxxxxxxx2040

xxxxxxxxx2045

xxxxxxxxx2050

結果の考察


